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商工中金活用の手引き
～政府系で唯一の中小企業専門総合金融機関～

商工中金は、「商工組合中央金庫法」という特別の法律にもとづいて、昭和11年 11月、政

府が中小企業の組合とともに共同出資を行い設立した政府系金融機関です。

設立以来、中小企業金融の円滑化に全力を尽くし、中小企業のニーズに総合的に応えること

ができる金融機関へと成長を遂げてきました。

商工中金は、政府系、中小企業専門、組織金融、協同組織、債券発行という５つの基本的性

格を持っています。今後とも、商工中金はその独自性を発揮し、中小企業の成長・発展に積極

的に貢献していく役割を担っています。

〇商工中金とは・・・《5つの基本的性格》

政府系 

中小企業専門 

組織金融 

協同組織 

債券発行 

◇商工中金の資本金は、政府が80％、協同組

合等が20％を出資しています。 

◇官の政策性と民の効率性を併せ発揮し、中

小企業金融の円滑化や中小企業の組織化

を推進します。 

◇ 事業所数で99％、従業員数で80％を占め

る中小企業は「わが国経済のダイナミズムの

源泉」として、日本経済の基盤を支えています。 

◇ 商工中金は、北海道から沖縄まで全国99

店舗網を通じて、こうした中小企業の事業

資金を専門にご融資する金融機関として、

全国各地の中小企業にご利用いただいて

います。 

◇商工中金は、中小企業の組合や構成員へ

の融資などを通じて、中小企業施策の大き

な柱の一つである「組織化」を幅広くサポ

ートし、共同事業の振興や組織化推進に貢

献しています。 

◇商工中金は、出資者である協同組合等とそ

の構成員によるメンバーシップの金融機関で

あり、「中小企業者の、中小企業者による、

中小企業者のための金融機関」です。 

◇金融債の一つである商工債券（ワリショー、

リッショー、リッショーワイド）を発行して必要

資金の大部分を調達、この資金をもとに中

小企業に安定した良質な資金をご融資して

います。 

商工中金活用の手引き商工中金活用の手引き 商工中金活用の手引き 
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〇主な取扱業務・・・《中小企業の多様なニーズに対応》

商工中金活用の手引き商工中金活用の手引き 商工中金活用の手引き 

【融　資】　多様な事業資金を提供します 

・商工中金では、設備資金や長期運転資金をはじめ、手形割引などの短期運転資金まで、中小企業

が事業に必要とする資金に対し幅広く融資を行っています。 

・また、中小企業の資金調達の高度化・多様化ニーズに対しても、私募債の受託や売掛債権を活用

したスキームを通じて、積極的に対応しています。 

《ご融資先》 

商工中金に出資いただいている下記中小企業団体（所属団体）と、その構成員をご融資先としていま

す。また、中小企業を主要な構成メンバーとする共同出資会社、及び所属団体とその構成員の海外

現地法人などのご相談にも応じています。 

●商工中金所属団体 

中小企業等協同組合 

事業協同組合・事業協同小組合・火災共済協同組合・信用協同組合・協同組合連合会・企業組合 

商工組合・同連合会 

商店街振興組合・同連合会 

生活衛生同業組合・同連合会・生活衛生同業小組合 

酒造組合・同連合会・同中央会 

酒販組合・同連合会・同中央会 

内航海運組合・同連合会 

輸出組合・輸入組合 

市街地再開発組合 

【債　券】　安全・確実な債券貯蓄をお手軽に 

・商工債券は、安全・確実で手軽な債券貯蓄として、個人や企業にご利用いただいているほか、政府・

公共団体・金融機関からもお引き受けいただいています。 

【預　金】　ニーズに合わせた多彩なラインアップ 

・所属団体である協同組合等とその構成員、並びに所属団体とその構成員の役員、公共団体、非営

利法人、金融機関、債券のお客さまなどから預金をお預りしています。 
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商工中金活用の手引き商工中金活用の手引き 商工中金活用の手引き 

【国　際】　輸出入・海外進出を積極的にサポートします 

・世界各国の260行に及ぶ銀行とコルレス契約を結び、海外取引を積極的にお手伝いしています。 

【経営情報の提供】　中小企業経営に役立つ各種経営情報を提供します 

・全国に広がる店舗網と政府系金融機関としての特性、そして長年蓄積してきた高度な専門知識と

ノウハウを活かし、主に次のような各種経営情報のご提供や、長期的見通しに立った企画・提案を

行います。 

◇ビジネスパートナー紹介… 全国店舗網を活かした販売先・仕入先等のご紹介 

◇国等の施策…………… 国等による最新の各種助成金や優遇税制などをご紹介 

◇事業承継対策………… 株価評価・株式移転対策のプランニングなど 

◇株式公開……………… 中小企業の立場に立った資本政策や内部体制整備等のアドバイス 

◇Ｍ＆Ａ・業務提携……… 事業拡大・多角化や企業再編のお手伝い 

◇その他………………… 経済・金融情報、業界動向、最新の経営手法など、幅広い情報をご提供 

詳しい内容については、次までお気軽にお問合せください。 
 
商工中金　金沢支店 
 金沢市本多町3‐1‐25（石浦神社横） 
 TEL：076‐221‐6149　FAX：076‐222‐1898
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商工中金の支援策（21シリーズ）体系

■21シリーズのご案内
【リフレッシュ21〈国内産業活性化支援策〉】
事業の活性化に取り組む中小企業を全面的にバックアップし、国、地方公共団体の施策に協

力しながら、わが国経済の活力アップを積極的に応援するための施策です。

◆ご融資（ご利用いただける方）
・地域産業集積活性化法の指定地域等において特定の事業を営む方

・経済の構造的変化に対処すべく、新分野進出に取り組む方

・経済的環境の著しい変化により、業況が悪化している特定業種に属する方

・事業の拡大により、雇用の創出等に取り組む方

・ＩＳＯ・ＨＡＣＣＰの取得・導入に取り組む方

・これから事業を開始する、若しくは事業開始5年以内の個人、会社（既存企業分社化含む）

・リサイクルの推進、産業公害防止、省エネルギーの推進、新エネルギーの利用等により地

球環境問題に取り組む方

・ＩＴ関連機器製造、ＩＴ関連サービス提供等あるいはＩＴ導入・活用による業務の革新に

取り組む方

・雇用を創出する事業として期待される福祉・介護関連事業、健康増進事業、アウトソーシ

ング関連事業に取り組む方

※ご利用される融資（制度融資等）の内容により、融資条件が異なりますので、詳細につい

ては商工中金窓口までお問い合わせ下さい。

◆各種情報の提供
各種補助金情報など広範囲にわたる情報サービスを行います。

【コーポラティブ21〈組合に対する総合支援策〉】
将来的な組合全体の活性化を視野に入れ、全面的に組合をバックアップするための施策です。

事業活性化に取り組みたい方々に 

リフレッシュ21 
ご融資、各種情報提供等の国内産業
活性化支援策のご案内 

海外進出を検討したい方々に 
オーバーシーズ21 

海外投資環境の情報提供、ご融資、 
貿易取引等の総合支援策のご案内 

新規の事業を展開したい方々に 

イノベーション21 
ご融資、公的支援策、株式公開支援、 
営業斡旋等の総合支援策のご案内 

組合事業の活性化、ビジネス 
の輪を広げたい方々に 

コーポラティブ21 
中小企業の組織化及び組合に 
対する総合支援策のご案内 

21シリーズ 
4つの支援策 

商工中金活用の手引き商工中金活用の手引き 商工中金活用の手引き 
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◆事業活性化融資支援
次のような組合事業活性化ニーズに融資面からお応えします。

①組合経済事業活性化に必要な資金②金融事業を実施するための資金

③新設組合が事業を展開していくために必要な資金④経営革新・新事業創出・創業といった

ような中小企業を取り巻く新たな課題に取り組むために必要な資金

※ご希望の期間等により、融資条件が異なりますので、詳細については商工中金窓口までお

問い合わせ下さい。

◆事業活性化支援
資金ニーズへの対応のみならず、組合の多様なニーズにお応えします。

・新規事業提案・各種補助金情報提供・有効事例還元･組合設立支援等

【オーバーシーズ21〈海外投資に対する総合支援策〉】
海外進出を計画されている又はすでに進出されているお客様に、投資環境などの情報提供か

ら、海外投資に必要な資金のご融資や貿易取引などをパッケージ化して、ご案内する施策です。

◆投資環境などの情報提供
各国のインフラ、外資政策から現地のマーケット情報まで、幅広くアドバイス、サポートし

ます。

◆オーバーシーズローン
海外進出を行う、又は進出済みの中小企業の海外投資に伴い必要となる設備・運転資金等の

ニーズにお応えします。

※ご利用される融資（制度融資等）の内容により、融資条件が異なりますので、詳細につい

ては商工中金窓口までお問い合わせ下さい。

◆貿易取引のサポート
海外現地法人の輸出入などの貿易取引についてもサポートいたします。

【イノベーション21〈新事業振興貸付〉】
意欲的で創造的な中小企業の企業家（起業家を含む）精神をバックアップするため、金融面

のみならず、公的支援策のご紹介、株式公開支援、営業斡旋など幅広くサポートする施策です。

◆新事業振興貸付
ご利用いただける方は、事業に「新規性」の認められる中堅・中小企業等の皆様です。「新

規性」とは、新たな機能や使用価値を有することなどをいいます。

ご利用いただける資金は、新たな事業を行うために必要となる設備、運転資金で、主に事業

化段階の資金が対象となります。

※「新規性」の詳細やご融資の条件等については、商工中金窓口までお問い合わせ下さい。

◆幅広いサポート
・各種補助金や債務保証制度などの公的支援策ご紹介します。

・株式公開の支援や新事業展開に必要なビジネスパートナーのご紹介なども行います。

商工中金活用の手引き商工中金活用の手引き 商工中金活用の手引き 



45

商工中金活用の手引き商工中金活用の手引き 商工中金活用の手引き 

国
の
施
策
に
基
づ
く
特
別
貸
付
（
2‐
1）
 

貸
付
名
称
 

貸
付
対
象
 

資
金
使
途
 

貸
付
限
度
 

貸
付
期
間
（
据
置
期
間
） 

貸
付
利
率
 

中
小
企
業
 

経
営
革
新
等

支
援
貸
付
 

 取
扱
期
間
 

（
経
営
革
新
資
金
） 

11
.7
.2
～
16
.3
.3
1 

（
経
営
基
盤
強
化
） 

11
.7
.2
～
17
.3
.3
1 

（
戦
略
的
情
報
技
術

活
用
促
進
資
金
） 

14
.4
.1
～
17
.3
.3
1 

（
海
外
展
開
資
金
） 

11
.7
.2
～
15
.3
.3
1 

（
中
小
企
業
事
業
展

開
支
援
資
金
） 

14
.4
.1
～
15
.3
.3
1

・
経
営
革
新
支
援
法
に
基
づ
き
経
営
革
新
計
画
の

承
認
を
受
け
た
中
小
企
業
 

・
経
営
向
上
計
画
に
つ
い
て
当
金
庫
よ
り
承
認
を

受
け
た
中
小
企
業
 

・
廃
止
前
の
新
分
野
進
出
法
に
基
づ
き
新
分
野
進

出
等
計
画
の
承
認
を
受
け
た
中
小
企
業
 

・
経
営
革
新
支
援
法
に
基
づ
く
特
定
業
種
に
属
す

る
中
小
企
業
 

取
引
先
企
業
の
倒
産
に
よ
り
、
資
金
繰
り
に
困
難

を
生
じ
て
い
る
中
小
企
業
 

税
引
前
損
益
又
は
経
常
損
益
が
赤
字
等
の
中
小
企

業
 

・
情
報
技
術
の
普
及
変
化
に
対
応
し
た
情
報
化
投

資
を
行
う
中
小
企
業
 

業
種
、
売
上
等
一
定
の
要
件
を
満
た
し
、
海
外
展

開
を
行
う
中
小
企
業
 

事
業
の
拡
大
等
に
よ
り
当
該
事
業
所
全
体
で
新
た

に
原
則
２
人
以
上
の
人
材
確
保
が
見
込
ま
れ
る
中

小
企
業
 

経
済
的
環
境
の
変
化
等
外
的
要
因
に
よ
り
、
一
時

的
に
売
上
減
少
等
業
況
悪
化
を
き
た
し
て
い
る
中

小
企
業
 

最
近
の
経
済
環
境
の
変
化
等
に
よ
り
、
資
金
繰
り

に
著
し
い
困
難
を
生
じ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
中

小
企
業
 

金
融
機
関
と
の
取
引
状
況
の
変
化
に
よ
り
、
一
時

的
に
資
金
繰
り
に
困
難
を
き
た
し
て
い
る
中
小
企

業
 

技
術
的
水
準
が
高
い
又
は
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
に
特

色
を
有
す
る
等
の
新
た
な
事
業
を
行
う
中
小
企
業

で
、
当
金
庫
の
新
事
業
審
査
委
員
会
で
新
規
性
を

認
定
し
た
中
小
企
業
 

経
営
革
新
計
画
に
従
っ
て
行
う
経
営

革
新
の
た
め
に
必
要
な
資
金
、経
営
の

向
上
に
必
要
な
資
金
、経
営
基
盤
強

化
の
た
め
に
必
要
な
設
備
資
金
、長

期
運
転
資
金
 

＊
特
別
利
率
限
度
：
組
合
5.
4億
円（
原
則
）、

組
合
員
2.
7億
円（
原
則
）た
だ
し
、経
営
向

上
計
画
を
承
認
さ
れ
た
方
は
一
律
2.
7億
円
 

情
報
関
連
機
器
等
の
設
備
を
取
得
す

る
た
め
に
必
要
と
な
る
設
備
資
金
、長

期
運
転
資
金
 

＊
特
別
利
率
限
度
：
2.
7億
円
 

海
外
直
接
投
資
を
行
う
為
に
必
要
と

す
る
設
備
資
金
 

事
業
拡
大
等
の
た
め
の
設
備
資
金
、

長
期
運
転
資
金
 

中
長
期
的
な
経
営
基
盤
の
強
化
に
必

要
な
長
期
運
転
資
金
 

支
障
を
き
た
し
て
い
る
資
金
繰
り
を
安

定
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
長
期
運
転

資
金
 

金
融
機
関
と
の
取
引
状
況
の
変
化
に

伴
い
、必
要
と
す
る
長
期
運
転
資
金
 

取
引
先
企
業
の
倒
産
に
伴
い
緊
急
に

必
要
と
す
る
長
期
運
転
資
金
 

5％
超
貸
出
金
（
当
金
庫
）の
今
後
１

年
間
の
元
利
返
済
に
充
当
す
る
た
め

の
長
期
運
転
資
金
 

新
た
な
事
業
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設

備
資
金
、長
期
運
転
資
金
 

経
営
革
新
資
金
 

経
営
基
盤
 

強
化
資
金
 

戦
略
的
 

情
報
技
術
 

活
用
促
進
資
金
 

組
合（
原
則
） 

組
合
員
20
名
以
上
  

24
億
円
 

組
合
員
20
名
未
満
 

14
.4
億
円
 

企
業
7.
2億
円
 

 内
運
転
 2
.5
億
円
 

0.
90
％
～
1.
95
％
（
＊
）  

（
担
保
一
部
免
除
） 

1.
95
％
～
2.
25
％
 

（
＊
） 資
金
使
途
、貸
付
期

間
に
よ
り
貸
付
利
率
は
異

な
り
ま
す
。
 

設
備
：
15
年
以
内（
2年
以
内
） 

例
外
：
20
年
以
内（
2年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
1年
以
内
） 

例
外
：
7年
以
内（
3年
以
内
） 

緊
急
経
営
 

安
定
対
応
貸
付
 

 取
扱
期
間
 

12
.1
2.
25
～
24
.3
.3
1 

※
た
だ
し
中
小
企
業
運
転

資
金
円
滑
化
資
金
 

12
.1
2.
25
～
15
．3
.3
1

海
外
展
開
資
金
 

中
小
企
業
 

事
業
展
開
 

支
援
資
金
 

中
小
企
業
 

経
営
支
援
資
金
 

中
小
企
業
 

運
転
資
金
 

円
滑
化
資
金
 

中
小
企
業
 

倒
産
対
策
資
金
 

金
融
環
境
変
化

対
応
資
金
 

（
平
成
15
年
1月
10
日
現
在
） 

新
事
業
育
成
貸
付
 

取
扱
期
間
　
7.
10
.1
9～
17
.3
.3
1

返
済
資
金
緊
急
特
別
貸
付
 

取
扱
期
間
　
7.
10
.1
9～
15
.3
.3
1

1.
15
％
～
1.
30
％
（
＊
）  

（
＊
） 上
記
資
金
に
同
じ
 

0.
90
％
～
1.
85
％
（
＊
）  

（
担
保
一
部
免
除
） 

1.
25
％
～
2.
20
％
（
＊
）  

（
＊
） 上
記
資
金
に
同
じ
 

0.
90
％
～
1.
05
％
 

（
＊
） 上
記
資
金
に
同
じ
 

1.
70
％
 

1.
65
％
 

（
担
保
一
部
免
除
） 

1.
95
％
 

2.
5億
円
 

8千
万
円
 

1.
5億
円（
15
年
3月
31

日
ま
で
は
2億
円
） 

4.
8億
円
 

1.
65
％
 

（
担
保
一
部
免
除
） 

1.
95
％
 

2.
7億
円
 

（
原
則
） 

内
運
転
2.
5億
円
 

7.
2億
円
 

（
原
則
） 

内
運
転
2.
5億
円
 

運
転
：
5年
以
内（
1年
以
内
） 

例
外
：
7年
（
2年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
1年
以
内
） 

例
外
：
7年
（
2年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
1年
以
内
） 

例
外
：
7年
（
1年
以
内
） 

設
備
：
15
年
以
内（
2年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
2年
以
内
） 

例
外
：
7年
以
内（
2年
以
内
） 

設
備
：
15
年
以
内（
2年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
1年
以
内
） 

例
外
：
7年
以
内（
1年
以
内
） 

同
上（
た
だ
し
別
途
特
別
利

率
適
用
の
場
合
も
あ
りま
す
） 

設
備
：
15
年
以
内（
2年
以
内
） 

6億
円
 

内
運
転
2.
5億
円
 

当
初
5年
0.9
5％
～
1.3
0％
（
＊
） 、

6年
目
以
降
1.8
5％
～
2.2
5％

（
＊
） 担
保
一
部
免
除
特
例
有
り
。

貸
付
期
間
等
に
より
貸
付
利
率

は
異
な
りま
す
。 

1.
65
％
 

設
備
：
15
年
以
内（
5年
以
内
） 

運
転
：
7年
以
内（
2年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
1年
以
内
） 

例
外
：
7年
（
1年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
2年
以
内
） 

例
外
：
7年
以
内（
2年
以
内
） 

0.
90
％
～
1.
95
％
（
＊
）  

（
＊
） 上
記
資
金
に
同
じ
 

1.
5億
円
 

対
象
元
利
返
済
金
の

合
計
額
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国
の
施
策
に
基
づ
く
特
別
貸
付
（
2‐
2）
 

貸
付
名
称
 

貸
付
対
象
 

資
金
使
途
 

貸
付
限
度
 

貸
付
期
間
（
据
置
期
間
） 

貸
付
利
率
 

金
融
機
関
と
の
取
引
状
況
の
変
化
に
よ
り
、
一
時

的
に
資
金
繰
り
に
困
難
を
き
た
し
て
お
り
、
担
保

力
の
不
足
す
る
中
小
企
業
 

債
務
超
過
で
な
い
こ
と
、延
滞
し
て
い
な
い
こ
と
、そ
の
他
種
々
の

観
点
か
ら
見
て
返
済
力
に
問
題
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
ご

融
資
を
行
い
ま
す
 

「
中
小
創
造
法
」
に
規
定
す
る
認
定
研
究
開
発
等

事
業
を
行
う
中
小
企
業
 

緊
急
経
営
安
定
対
応
貸
付
（
2‐
1参
照
）
の
対
象
と

な
る
中
小
企
業
 

緊
急
経
営
安
定
対
応
貸
付
の
資
金
使
途
に
、新
た
に
短
期
運
転

資
金（
含
む
手
形
割
引
）を
追
加
し
た
制
度
で
す
 

法
的
再
建
手
続
開
始
決
定
か
ら
認
可
決
定
ま
で
の

再
生
事
業
者
の
方
で
、
か
つ
手
続
申
立
時
点
で
当

金
庫
と
貸
出
取
引
の
あ
る
事
業
者
 

「
再
生
事
業
者
」
、
「
再
生
事
業
者
に
準
ず
る
事

業
者
」
か
ら
、
営
業
譲
渡
等
に
よ
り
事
業
承
継
す

る
事
業
者
 

・
法
的
再
建
手
続
の
認
可
決
定
か
ら
手
続
終
了
ま

で
の
再
生
事
業
者
 

・
私
的
整
理
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
沿
っ
て
私
的
整
理

が
成
立
し
た
事
業
者
 

・
借
入
金
が
整
理
回
収
機
構
に
譲
渡
（
ま
た
は
信
託
）

さ
れ
た
事
業
者
の
方
で
、
同
機
構
に
再
生
可
能

と
認
め
ら
れ
た
等
の
要
件
を
満
た
す
方
 

新
規
性
の
認
め
ら
れ
る
事
業
を
行
う
創
業
1年
以

上
7年
以
内
（
原
則
）
の
中
小
企
業
者
の
方
で
あ

っ
て
、
当
金
庫
の
新
事
業
審
査
委
員
会
で
、
当
該

事
業
に
つ
き
新
規
性
が
認
め
ら
れ
る
な
ど
所
定
の

要
件
を
満
た
す
方
 

債
務
超
過
で
な
い
こ
と
、事
業
化
の
見
込
み
が
あ
る
等
の
要
件
が

あ
り
ま
す
。
 

事
業
再
生
 

緊
急
支
援
資
金
 

（
平
成
15
年
1月
10
日
現
在
） 

認
定
計
画
に
し
た
が
っ
て
、
研
究
開

発
の
成
果
の
利
用
等
に
必
要
と
す
る

設
備
資
金
、
長
期
運
転
資
金
 

金
融
機
関
と
の
取
引
状
況
の
変
化
に

伴
い
、
必
要
と
す
る
長
期
運
転
資
金
、

短
期
運
転
資
金
（
含
手
形
割
引
）
 

緊
急
経
営
安
定
対
応
貸
付
（
2‐
1参

照
）
の
各
資
金
の
対
象
と
な
る
方
が

必
要
と
す
る
短
期
運
転
資
金
（
含
手

形
割
引
）
 

短
期
運
転
資
金
 

（
手
形
貸
付
、手
形
割
引
） 

・
短
期
運
転
資
金
（
含
手
形
割
引
）
 

・
事
業
の
再
生
に
必
要
な
設
備
資
金
 

・
再
生
計
画
の
履
行
に
必
要
な
長

期
運
転
資
金
 

事
業
に
必
要
な
設
備
資
金
（
買
取

資
金
）
 

新
事
業
審
査
委
員
会
が
新
規
性
を

有
す
る
も
の
と
し
て
認
定
し
た
事

業
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
資
金
、

長
期
運
転
資
金
、
短
期
運
転
資
金
（
含

手
形
割
引
）
 

異
業
種
交
流
促
進
特
別
貸
付
※
 

取
扱
期
間
　
7.
4.
14
～
 

金
融
環
境
変
化
対
応
資
金
担

保
免
除
特
例
制
度
※
 

取
扱
期
間
　
14
.3
.1
8～
16
.3
.3
1

緊
急
経
営
安
定
対
応
貸
付
短

期
貸
出
制
度
※
 

取
扱
期
間
　
14
.3
.1
8～
16
.3
.3
1

事
業
再
生
 

安
定
化
支
援
資
金
 

事
業
再
生
 

促
進
支
援
資
金
 

事
業
再
生
支

援
貸
付
※
 

 取
扱
期
間
 

13
.7
.1
6～
 

 起
業
挑
戦
支
援
無
担
保
貸
出
制
度
※
 

取
扱
期
間
　
14
.1
1.
11
～
16
.3
.3
1 

 

長
期
プ
ラ
イ
ム
レ
ー
ト

を
下
回
る
水
準
 

当
金
庫
所
定
の
利
率
 

当
金
庫
所
定
の
利
率
 

当
金
庫
所
定
の
利
率
 

（
担
保
） 

短
期
運
転
資
金
 

商
業
手
形
ま
た
は
売
掛

金
の
担
保
提
供
が
必
要

で
す
。
 

長
期
運
転
資
金
 

原
則
と
し
て
必
要
で
す
。
 

設
備
資
金
 

融
資
対
象
物
件
を
含
め

原
則
と
し
て
必
要
で
す
。
 

当
金
庫
所
定
の
利
率
 

特
利
限
度
 

3.
5億
円
 

内
運
転
2億
円
 

5千
万
円
 

緊
急
経
営
安
定
対
応

貸
付
の
各
資
金
と
合

算
で
同
資
金
の
限
度

額
内
 

当
金
庫
所
定
の
限
度
内
 

3千
万
円
 

設
備
：
15
年
以
内（
2年
以
内
） 

例
外
：
20
年
以
内（
3年
以
内
） 

運
転
：
7年
以
内（
1年
以
内
） 

例
外
：
10
年
以
内（
3年
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
6ヶ
月
以
内
） 

運
転
：
1年
未
満
 

運
転
：
1年
未
満
 

運
転
：
10
年
以
内（
2年
以
内
） 

設
備
：
15
年
以
内（
2年
以
内
） 

設
備
：
15
年
以
内（
2年
以
内
） 

設
備
：
5年
以
内（
6ヶ
月
以
内
） 

運
転
：
5年
以
内（
6ヶ
月
以
内
） 

※
商
工
中
金
独
自
の
融
資
制
度
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第155回臨時国会で成立した主な中小企業関係法律について
平成14年 12月 13日に閉会した第155回臨時国会では、91件の法律案（継続法案含む）が提出さ

れ、76件が成立しました。

同国会で成立した主な中小企業関係法律の概要についてお知らせします。

1．中小企業信用保険法の一部を改正する法律（平成14年法律第109号）
最近における中小企業をめぐる金融環境の変化に対応し、中小企業者に対する事業資金の融通の

一層の円滑化を図るため、中小企業信用保険について、特定中小企業者の範囲の拡大等を行うもの

2．中小企業等が行う新たな事業活動の促進のための中小企業等協同組合法等の一
部を改正する法律（平成14年法律第110号）
（1）最低資本金の制約がなく、有限責任の下で法人格が得られる企業組合制度について、企業や

有限責任組合（中小企業等投資事業有限責任組合）の参加を認め、また、従事比率（実際に仕事に

従事しなければならない組合員の比率（現行： 2／ 3）及び組合員比率（従業員中の組合員の比率

（現行：1／ 2））の規制をそれぞれ1／ 2、1／ 3に緩和する（中小企業等協同組合法の一部改正）、

（2）有限責任組合の投資対象を、従来の株式会社のみから有限会社や企業組合にも拡大するととも

に、投資形態として、従来の株式取得に加え、中小企業の事業収益の分配を受けるための投資にも

拡大する（中小企業等投資事業有限責任組合法の一部改正）、（3）株式会社、有限会社の最低資本金

等の商法上の規制に関する特例として、株式会社の場合は1,000万円、有限会社の場合は300万円と

いう最低資本金規制の適用を受けない会社設立を認めるとともに、設立後5年間は当該規制を適用

しない（新事業創出促進法の一部改正）、というもの。

3．知的財産基本法（平成14年法律第122号）
知的財産の創造、保護及び活用に関する施策を集中的かつ計画的に推進するため、知的財産の創

造、保護及び活用に関し、基本理念及びその実現を図るために基本となる事項を定め、国、地方公

共団体、大学等及び事業者の責務を明らかにし、並びに知的財産の創造、保護及び活用に関する推

進計画の作成について定めるとともに、その推進に必要な体制を整備するもの。

4．情報処理の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成14年法律第144
号）
特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、情報処理振興事業協

会を解散して独立行政法人情報処理推進機構を設立し、その名称、目的、業務の範囲等に関する事

項を定めるとともに、情報処理技術者試験の実施に関する事務を同機構に行わせるために必要な事

項を定めるもの。

5．中小企業総合事業団法及び機械類信用保険法の廃止等に関する法律（平成14
年法律第146号）
特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、中小企業総合事業団

及び産業基盤整備基金を解散するとともに、地域振興整備公団の業務の一部を廃止し、これらの法

人の関連する権利及び義務を独立行政法人中小企業基盤整備機構に承継する等の措置を講ずること

とし、あわせて機械類信用保険法を廃止し、所要の経過措置を設けるもの。
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6．独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成14年法律第147号）
特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、中小企業総合事業団

法及び機械類信用保険法の廃止等に関する法律に基づき中小企業総合事業団及び産業基盤整備基金

が解散し、並びに地域振興整備公団がその業務の一部を廃止することに伴い、独立行政法人中小企

業基盤整備機構を設立することとし、その名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定めるもの。

7．行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成14年法律第
151号）
行政機関等に係る申請、届出その他の手続等に関し、電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法により行うことができるようにするための共通する事項を定めもっ

て国民の利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化及び効率化に資することとするもの。

8．行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の施行に伴う関係法律
の整備等に関する法律（平成14年法律第152号）
行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の施行に伴い、会計検査院法その他の関

係法律の規定の整備等をするもの。

9．電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成14年法律第153
号）
電磁的方式による申請、届出その他の手続における電子署名の円滑な利用の促進を図るため、電

子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する制度その他必要な事項を定めるもの。

10.会社更生法（平成14年法律第154号）
経済的に窮境にある株式会社について、その事業の維持更生を合理的かつ機能的に図るため、更

生事件の土地管轄規定を緩和し、更生手続開始前における更生会社の財産保全の措置を充実させ、

更生手続の開始原因を緩和し、更生手続開始後の手続を簡素かつ合理的なものに改め、更生計画案

の早期の提出を義務付け、更生計画案の可決要件を緩和するとともに再建のための手法を整備する

等の措置を講ずるもの。

11.会社更生法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成14年法律第155
号）
会社更生法の施行に伴い、証券取引法その他の関係法律の規定を整備するとともに、所要の経過

措置を定めるもの。

12.中小企業退職金共済法の一部を改正する法律（平成14年法律第164号）
特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、勤労者退職金共済機

構を解散して独立行政法人勤労者退職金共済機構を設立することとし、その名称、目的、業務の範

囲等に関する事項を定めるもの。

13.独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構法（平成14年法律第165号）
特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、日本障害者雇用促進

協会を解散して独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構を設立することとし、その名称、目的、業

務の範囲等に関する事項を定めるとともに、公益法人に対する行政の関与の在り方についての改革
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を行うため、高年齢者等を雇用する事業主等に対する給付金の支給等の業務を独立行政法人高齢・

障害者雇用支援機構に行わせることとする等のもの。

14.独立行政法人雇用・能力開発機構法（平成14年法律第170号）
特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、雇用、能力開発機構

を解散して独立行政法人雇用・能力開発機構を設立することとし、その名称、目的、業務の範囲等

に関する事項を定めるもの。

15.特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成14年法律第173号）
特定非営利活動の一層の発展を図るため、その活動の種類を追加し、設立及び合併の認証の申請

手続を簡素化するとともに、暴力団排除を強化する措置等を講ずるもの。

16.預金保険法及び金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の一部を改正する
法律（平成14年法律第175号）
我が国の金融の機能の一層の安定化を図るため、破綻金融機関に係る資金決済の確保に関し資金

決済に関する預金者その他の債権者の保護その他所要の措置を講ずるもの。

17.農水産業協同組合貯金保険法及び農水産業協同組合の再生手続の特例等に関す
る法律の一部を改正する法律（平成14年法律第177号）
我が国の金融の機能の一層の安定化を図るため、経営困難な農水産業協同組合に係る資金決済の

確保に関し資金決済に関する貯金者その他の債権者の保護その他所要の措置を講ずるもの。

18.構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）
構造改革特別区域の設定を通じ、経済社会の構造改革を推進するとともに地域の活性化を図るた

め、内閣総理大臣による構造改革特別区域計画の認定の手続、構造改革特別区域に係る法律の特例

に関する措置等を定めるとともに、構造改革特別区域推進本部を設置するもの。

19.金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法（平成14年法律第190
号）
金融機関等をめぐる情勢の変化に対応して金融機関等の経営基盤の更なる強化を図るため、当分

の間、金融機関等の組織再編成を促進するための特別の措置を講ずることにより、金融機関等の業

務の健全かつ効率的な運営を期するもの。
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中小企業金融セーフティネット対策について
不良債権処理の進展等により、中小企業をめぐる金融経済情勢が依然厳しい中で、政府としては、中小企業

に対する資金供給の円滑化を図ってきました。今般、平成14年度補正予算の成立等を受けて、新たな保証・
貸付制度を次のとおり創設するなど、中小企業金融のセーフティネット対策を一層拡充しました。

セーフティネット保証の拡充

資金繰り円滑化借換保証制度（略称：借換保証）

中小企業庁ホームページ http://www.chusho.meti.go.jp

本制度の目的は、デフレの進行等による売上高の減少等に対応し、保証付借入金の借換えや複数の保
証付借入金の債務一本化等を促進することにより、中小企業の月々の返済額の軽減等を推進し、中小企
業の資金繰りを円滑化することです（2月10日より実施）。

Ⅰ．特別保証（中小企業金融安定化特別保証）の借換え
──────────────────────────────────────────

特別保証を借り換える場合、セーフティネット保証の要件に該当する方（昨年末よりその対象を大
幅に拡大）は、セーフティネット保証で借り換えることができます。セーフティネット保証の対象と
ならない方は、一般保証での借換えとなりますが、その場合、一般保証の枠内（例えば無担保保証の
場合、8,000万円の限度額の枠内）で保証することとなります。
＜保証条件＞
①　セーフティネット保証による借換えの場合は、事業計画書の作成等が必要となります。
②　保証期間は原則として10年（据置期間1年以内を含む。）以内となります。
③　特別保証は臨時異例の措置として、その他の保証とは別会計で実施されたものであり、本制度は
既に終了していることから、他の保証との一本化は行えません。 等

Ⅱ．一般保証とセーフティネット保証の借換え
───────────────────────────────────

１．セーフティネット保証の要件に該当する方
セーフティネット保証の要件に該当する方は、セーフティネット保証で借り換えることができます。

また、一般保証とセーフティネット保証を一本化して借り換えることもできます。借換えにあたって
は、追加的に新たな融資（増額融資）を受けることもできます。
＜保証条件＞
①　事業計画書の作成等が必要となります。
②　保証期間は原則として10年（据置期間1年以内を含む。）以内となります。 等

２．セーフティネット保証の要件に該当しない方
セーフティネット保証の要件に該当しない方は、一般保証で借り換えることとなります。借換えに

あたっては、追加的に新たな融資（増額融資）を受けることもできます。なお、セーフティネット保
証を一般保証で借り換える場合、一般保証の枠内で保証することとなります。
＜保証条件＞
通常の保証における保証条件と同じです。

（注）信用保証協会の保証付きの貸付で金融機関が旧債務を借り手企業の意に反して返済させること
（旧債振替）は禁止されています。

セーフティネット保証とは、取引先企業の倒産、自然災害等により経営の安定に支障を生じている中
小企業への資金供給の円滑化を図るための保証制度です。
昨秋の臨時国会において、中小企業信用保険法を改正し、金融機関が店舗統廃合等の経営合理化を行

うことにより貸出の減少に直面した中小企業者等を、新たにセーフティネット保証の対象者として追加
し、大胆かつ広範なセーフティネットを構築しました。（すでに平成14年 12月 16日から実施しており
ます。）
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第三者保証人等を不要とする融資について（国民公庫）

経済再生改革対応緊急貸付制度（中小公庫・商工中金・国民公庫）

企業再建貸付制度（中小公庫・商工中金）

お問い合わせ先
中小企業庁金融課、信用保証協会、中小企業金融公庫、商工組合中央金庫、国民生活金融公庫または金融機関等へ

信用補完制度の財政基盤の強化について
信用補完制度は、中小企業者が金融機関から融資を受ける際に信用保証協会が保証を行う信用保証制

度と、中小企業総合事業団がその保証につき保険を引き受ける信用保険制度からなります。

中小企業を取り巻く厳しい金融経済環境が続く中、政府としては、特別保証制度の実施、セーフティ
ネット保証の充実、売掛債権担保融資保証制度の創設など信用補完制度を充実させてきました。

こうした中で、信用保険収支は大幅な赤字となっており、今後とも信用補完制度を持続的に運営して
いくためには、信用保険制度の財政基盤を強化することが重要となっています。このため、平成14年度
補正予算において約2,000億円の予算措置を計上するなど、政府としても、財政基盤の強化に全力を挙
げておりますが、利用者である中小企業の皆様にも最小限の負担をお願いする必要があり、本年4月 1
日から、信用保証料（現行の基本料率1％）を概ね0.3％引き上げさせていただきます。
（ただし、セーフティネット保証、特別小口保証等については、現行料率（1％以下）を維持。売掛債
権担保融資保証の保証料率は1％から0.85％へ引き下げ。）

信用補完制度の持続的な運営のため、中小企業者の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。
─────────────────────────────────────────────────────────────────────────

この制度は、経営改善、経営再建等に取り組む必要が生じている中小企業者であって、通常の融資制
度では取り上げが困難なものに対し、企業再建計画の策定を前提に融資を行う制度であり、今般創設さ
れました。
【貸付条件】地域経済の産業活力維持への貢献や技術力などが認められるものの、経営改善、経営再建

等に取り組むことが必要になっている中小企業者であって、債務償還能力が認められ、か
つ、適切な企業再建計画が策定され、取引金融機関からの既往債務について当該金融機関
からの協力が得られる等支援体制が構築されており、自助努力により企業再建が見込まれ
る方

【貸付限度】7億2千万円（うち長期運転資金2億5千万円）
【貸付利率】基準利率（但し、担保徴求の一部免除を受ける場合は、担保免除部分について基準利率＋

0.3％）
【担保条件】担保が不足する場合は、事業の見通しを考慮し、貸付額の50％（但し、8,000万円まで）を

限度として担保徴求を一部免除するなどの特例があります。
なお、上記は中小公庫の例であり、商工中金の貸付条件は一部異なります。
────────────────────────────────────────────────────────

この制度は、取引金融機関から貸し渋り・貸し剥がし等の取扱いを受け資金繰りに困難をきたした中
小企業者に対して融資を行う制度です。この制度には、貸付額の75％まで担保徴求を免除することがで
きる特例があります。
【貸付対象】取引金融機関から貸し渋り・貸し剥がし等の要請を受け資金繰りに困難をきたした中小企

業者であって、事業活動等改善計画を提出し、かつ、現状程度の金融支援を行う取引金融
機関が一つ以上存在する方

【貸付限度】別枠　3億円
【貸付利率】基準利率（但し、担保徴求の一部免除を受ける場合は、担保免除部分について基準利率＋

0.3％）
【担保条件】担保が不足する場合は、事業の見通しを考慮し、貸付額の75％（但し、8千万円まで）を

限度として担保徴求を一部免除するなどの特例があります。
なお、上記は中小公庫の例であり、商工中金、国民公庫の貸付条件は一部異なります。
──────────────────────────────────────────────────────────────────

第三者保証人を依頼することや担保を提供することが困難な方に対して、第三者保証人や担保を不要
とする融資の取扱いを、平成15年 1月 27日から開始いたしました。
【貸付対象】税務申告を2期以上行っており、かつ、所得税等を期限内に完納していること
【貸付限度】1千万円
【貸付利率】基準利率＋0.7％
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県内中小企業の新製品・新技術の研究開発を促進助長し、もって中小企業製品の高付加価値化、中小企
業の新分野進出等の円滑化、公害防止、省エネルギー等に資することを目的とする。

事 業
目 的

県内に本店又は研究開発組織を有し、かつ当該事業所で研究開発を行う中小企業者又は個人事業主等
補 助
対 象 者

モノづくり高度加工技術研究
開発事業費補助金

産業技術等研究開発事業費補助金
事業／枠

補助対象
事 業

創造技術枠経営革新枠

「石川県産業科学技術振興指
針」に定める「重点技術分野」
に該当するモノづくり加工技
術の高度化を図る研究開発事
業であって、特定産業集積の
活性化に関する臨時措置法の
高度化等計画又は高度化等円
滑化計画に基づくもの

著しい新規性を有する新製品
の試作開発や新技術の研究開
発であって、中小企業創造活
動促進法に基づき、著しい新
規性を有するとものとして、
知事の認定を受けた研究開発
等事業計画によるもの

「石川県産業科学技術振興指
針」に定める「重点技術分野」
に該当する新製品の試作開発
事業であって、中小企業経営
革新支援法に基づき、事業活
動の向上に大きく資するもの
として、知事の承認を受けた
経営革新計画によるもの

対象事業

平成 16年 3月 31日まで
平成 16年 3月 31日まで
（最長 3年まで継続可能）

平成 16年 3月 31日まで事業期間

新製品・新技術の研究開発に必要不可欠な
（１）原材料及び副資材の購入に要する経費
（２）構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費
（３）機械装置又は工具器具の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費
（４）外注加工に要する経費
（５）技術指導の受入れに要する経費
（６）創造技術枠において、研究開発に直接関与する者の直接作業時間に対する直接人件費（この経費は補

助事業の技術内容がソフトウェア・情報処理及びバイオテクノロジー関連技術の研究開発の場合以外
は、補助対象経費総額の１／２を超えない額）

注１　構築物、機械装置及び工具器具において、１件当たりの取得価格が５０万円以上のものについては、原
則として借用する場合のみ補助対象となります。（補助対象期間中のリース料などが補助対象経費とな
ります。）

注 2　補助対象経費は、事業・枠によって異なりますので、公募要領によりご確認ください。

補 助
対 象
経 費

２／３以内補 助 率

２,０００～５,０００千円２,０００～３０,０００千円２,０００　～５,０００千円補助金額

平成１５年２月２８日（金）１８：００（必着）締 切

学識経験者等の専門家による審査会を設置し、第１次選考：書類審査、第２次選考：プレゼンテーショ
ン審査（書類審査を通過した応募者のみ）を経て、補助金交付先企業を決定します。

採択方法

石川県商工労働部産業政策課　技術振興係
TEL：076-225-1512 　FAX：076-225-1514

産業技術等研究開発事業費補助金に関す
ること。

申 込 ・ 
問い合せ
先

石川県商工労働部産業政策課　産業創出係
TEL：076-225-1513 　FAX：076-225-1514

モノづくり高度加工技術研究開発事業費
補助金、中小企業創造活動促進法に基づ
く研究開発等事業計画の認定及び集積活
性化法に関すること。

石川県商工労働部経営支援課　経営支援係（下記以外の業種）
TEL：076-225-1521 　FAX：076-225-1523
石川県商工労働部地域産業振興課（卸売・小売業、繊維業、伝統産業）
TEL：076-225-1527 　FAX：076-225-1529

中小企業経営革新支援法に基づく経営革
新計画の承認に関すること。

平成15年度石川県産業技術等研究開発事業費補助金･モノ
づくり高度加工技術研究開発事業費補助金の公募について
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石川県優秀新製品販路開拓事業費補助金（仮称）の募集について
（4月中旬募集予定）
１．対　　　　　象 ：原則として石川県産業科学技術振興指針における重点技術分野に含まれるもので

────────────────────────────────────────────────────────────

あって、
──────

県内中小企業が次の課題を達成した（開発した）新製品等の販売促進事
業、試用品の製作及び性能試験・モニター評価事業、製品改良事業

（課題）
①機械器具又は装置の新規開発
②新物質又は新材料の開発・利用
③新システム又は新工法の開発
④生産、加工又は処理のための新技術の開発
⑤新規性・市場性の高いパッケージソフトウェアの開発等｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠

（石川県産業科学技術振興指針における重点技術分野）
新製造技術分野・生活関連分野・情報通信分野・医療福祉分野・環境関連分野等

２．補助制度の概要 ：下表のとおり
３．補　助　期　間 ：平成１５年度中
４．補助対象決定方法 ：専門家による審査を経て補助対象企業を決定します。

注）原則として、過年度において、石川県もしくは（財）石川県産業創出支援機構の支援事業において、
上記の補助対象経費の助成を受けた同一製品（軽微な改良を施した製品も含む）の該当経費については、
補助対象外となります。ただし、基本技術や用途等の観点から総合的に判断し、開発を伴う著しい改良が
認められる場合には、補助対象とする場合があります。

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ 中央会からのお知らせ 

（補助制度の概要） 

事　業　名 補 助 対 象 経 費  

石 川 県  
優 秀 新 製 品  
販路開拓事業費 
補 助 金  
　（ 仮 称 ）　  

補 助 対 象 事 業  

原則として石川県産業科学技術振興指針にお
ける重点技術分野に含まれるものであって、次
の項目のいずれかに該当する新製品等のうち、
特に優秀なものとして審査会にて採択されたも
のについての平成15年度中の販売促進事業、
試用品の製作、性能試験・モニター評価事業、
製品改良事業 
 
①平成15年度及び平成14年度以前に石川ブ
ランド優秀新製品として知事の認定を受けた
新製品等 

 
②平成14年度以前に石川県もしくは（財）石川
県産業創出支援機構の支援事業等を受け
て開発した新製品等 
 
③中小企業の創造的事業活動の促進に関す
る臨時措置法に基づく認定を受けている中
小企業及び中小企業経営革新支援法に基
づく承認を受けている県内中小企業が有す
る新製品等 

補助金額  

200万円以内 
※補助対象とな
る経費の2分の
1以内 
※原則として、
事業費200万円
以上 

①製品の改良に要する経費 
　・原材料費 
　・外注加工費　等 
 
②試用品の製作及び性能試験・モ
ニター評価に要する経費 
　・原材料費 
　・外注加工費 
　・試験・評価委託費 
　・モニター等調査費　等 
 
③広告宣伝経費 
　・パンフレット作成費 
　・広告掲載費 
　・通信費　等 
 
④見本市経費 
　・会場借上料 
　・小間装飾費 
　・運搬費 
　・アルバイト料　等 
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個別専門相談室開催のご案内

平成15年度中央会役員会、表彰式
並びに通常総会の日程（予定）について

さて、このほど組合並びに組合員のみなさまが直面する多種多様な問題に対応するため、本

会では個別に専門家を招聘し、個別専門相談室を設け、下記により開催することになりました。

なお、相談につきましては、組合等、中小企業任意グループ及び公益法人等についても対象

となります。又、相談は無料となっておりますのでお気軽にご相談ください。

相談希望の方は当日までに本会へご連絡願います。

＝日　程＝

時　　間開 催 日 内　　　容 専 門 相 談 員

3月 19日（水）
10:00～ 12:00
13:00～ 15:00
15:00～ 17:00

税務・経営相談
法 律 相 談
登 記 相 談

税 理 士　坂　井　昭　衛
弁 護 士　久　保　雅　史
司法書士　久　保　　　均

＝場　所＝

石川県地場産業振興センター本館３階　石川県中小企業団体中央会　会議室

担当　組織振興課・見谷まで（TEL 076 － 267 － 7711）

石川銀行関連再生支援特別相談窓口の開設等について
石川県では、この 3月にも石川銀行から受け皿金融機関・整理回収機構に対
する債権譲渡が行われることを踏まえ、下記のとおり関係中小企業向けに再生
支援特別相談窓口を設置することとしました。

１．期　　間　　　平成15年 1月 10日（金）から当分の間　※土日、祭日は除く
２．時　　間　　　午前9時～午後5時
３．場　　所　　　石川県商工労働部経営支援課［金融相談等］ 県庁行政庁舎12階

TEL（076）225－ 1522
４．相談方法　　　面接又は電話

●開催期日　平成15年 5月 28日（水）
●開催場所　石川県地場産業振興センター

開催時間

午後2時30分～

午後3時30分～

役　員　会

表彰式・第48回通常総会

開催場所

本館　第1会議室

午後4時50分～懇親パーティー 本館　アイエリア

新館　コンベンションホール


